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概要

•ＲＥＳＥＡＲＣＨ ＱＵＥＳＴＩＯＮ

『犯罪発生率は減少傾向にあるが何が影響しているか？』



現状

2012年に内閣府が行った「治安に関する世論調査」では、

過去10年間で日本の治安が「悪くなった」と思う人…81.1％。

理由→「地域社会の連帯意識が希薄となったから」…54.9％

「景気が悪くなったから」…47.4％



現状

不安になる理由（複数回答）では、

「テレビや新聞で子供が巻き込まれる事件が取り上げられる」…８５・９％

「地域のつながりが弱い」…３３・２％

「子供が習い事で帰宅が遅い」…３１・１％

（読売新聞２００６年８月４日）



平均犯罪発生率TOP５（1989年～2015年）

福岡県
2.14%

大阪府
2.31%



今年の代表的な事件

•千葉小３女児殺害事件(千葉県松戸市)…3/24

•神戸５人殺傷事件（兵庫県神戸市北区）…7/16

•日立市母子６人殺人放火事件（茨城県日立市）…10/6

•座間9遺体事件（神奈川県座間市）…10/30



犯罪発生率の変化
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犯罪発生率の変化（2015-1989）

平均 -0.41％



先行研究

•少年犯罪と労働市場

大竹文雄＆岡村和明（２０００）

概要→少年犯罪の発生率に影響を与える変数と影響を分析



先行研究

• 日本における犯罪率と所得との関係

セミ・パラメトリック分析による犯罪クズネッツ曲線の検証

功刀祐之 岩田和之（2016）

概要→日本における犯罪率と地域の所得水準との間に逆U字の関係があるかど

うかをセミ・パラメトリックな推定方法によって分析



影響がありそうな変数予想

失業率

県民所得

宿泊客数

人口密度

警察官数

ある程度の期間と都道府県別のデータを集
められることが出来た三つデータを採用





重回帰分析を用いて検証

目的変数 犯罪発生率（犯罪認知率）

説明変数 完全失業率

一人当たり県民所得

一人当たりの宿泊客

都道府県ダミー（愛知県を基準）

最新のデータを使用

先行研究に無い分析



データの概要

•データ：犯罪認知件数

•県民所得

•宿泊客数

•完全失業率

•人口

＊都道府県パネルデータを使用



重回帰分析とは

被説明変数（犯罪発生率）が複数の数値データ（完全失業率、一人当たり県

民所得、一人当たり宿泊客）に相関があるのかを調べ、どのような関係が有

るのかを調べる方法

→相関関係が分かれば片方のデータからもう一方のデータをある程度推測

することができる



重回帰分析 例

説明変数 係数 T値 Ｐ-値

説明変数X1 B1 +4.0 0.001

説明変数X2 B2 +4.0 0.001

Y＝B1X1+B2X2

被説明変数：Y



ダミー変数とは

もともと数値ではないデータに対して

1（そうである）か0（そうでない）かを用いて数量化した変数



回帰分析の結果

説明変数 係数 T値 P-値

一人当たり県民所得 0.162 1.103 0.271

一人当たり宿泊客 -0.622 -24.702 0.000

完全失業率 0.014 1.302 0.194

被説明変数：犯罪発生率



研究結果1

県民一人当たりの宿泊客↓   ≠犯罪発生率↑ 

完全失業率↑

一人当たり県民所得↓
再度回帰分析



回帰分析の結果(宿泊客抜き)

係数 T値 P-値

一人当たり県民所得 -0.681 -2.824 0.005

完全失業率 0.061 3.392 0.001

被説明変数：犯罪発生率



研究結果2 所得と失業率

•犯罪発生率↑ ＝完全失業率↑

•犯罪発生率↑ ＝一人当たり県民所得↓



まとめ

犯罪が減少すると宿泊率が増加傾向

完全失業率が減少傾向ならば犯罪も減少へ

一人当たり県民所得が増加傾向ならば犯罪は減少へ



今後の課題

•影響がありそうな説明変数が少なかったのでデータ収集に今後
は研究時間を多くとりたい。

•一人当たり県民所得が増加傾向ならば犯罪は減少するという先
行研究と異なる結果が出たが、先行研究では二次項を取り入れ

ていたので、私たちも今後二次項を取り入れていきたい。
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ご清聴ありがとうございました


